
資料１

（単位：千円）

要求額

事業費

1月17日(火) 13:15 ～ 13:45 防災対策部 防災・減災＜ソフト対策＞パッケージ 1,867,201

13:45 ～ 14:15 教育委員会事務局 教育パッケージ 6,799,487

14:15 ～ 14:45 戦略企画部、環境生活部 カーボンニュートラルパッケージ 1,176,003

14:45 ～ 15:15 子ども・福祉部 子どもパッケージ 17,279,955

1月19日(木) 16:40 ～ 17:10 観光局、南部地域活性化局 観光パッケージ 3,406,979

1月23日(月) 13:00 ～ 13:30 戦略企画部 人口減少対策パッケージ 12,941,468

県土整備部 73,532,170

農林水産部 17,601,785

合計 134,605,048

令和５年度当初予算　知事査定ヒアリング対象事業

日　　　　　時 部　局　名 細事業名

13:30 ～ 13:45 公共事業



部局名：防災対策部

順番 細事業名 事業費（単位：千円） ページ

1 防災・減災＜ソフト対策＞パッケージ 1,867,201 1

1,867,201

令和５年度当初予算知事査定ヒアリング資料

合　　　　　　計
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部局名：教育委員会事務局

順番 細事業名 事業費（単位：千円） ページ

1 教育パッケージ 6,799,487 1

6,799,487

令和５年度当初予算知事査定ヒアリング資料

合　　　　　　計
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・  

 

 

（自己肯定感を育むために） 

○ 子どもたちがこれからの社会を豊かに自分らしく生きていくために、その礎となる自己肯

定感を高める教育活動に関する指針をまとめ、家庭や地域と連携しながら、各教科の授業

をはじめ学校行事や生徒会活動など学校の教育活動全体において、教職員が共通理解を

持って取り組むことで、発達段階に応じて自己肯定感を育みます。 

 

（自律した学習者を育てる学び） 

○ 社会的・職業的自立の基盤となる資質・能力を育むため、学校と社会との接続を意識し、

発達段階に応じたキャリア教育を計画的に実施します。高等学校では、これからの変化の

激しい時代に主体的に学び続けるマインドを高めるため、入学後の早い段階に、学ぶ意義

を理解し学び方などを考える機会を創出し、自律した学習者の礎を築きます。そのうえで、

将来とのつながりを見通しながら進路を決定する力や、多様な人びとと協働して人間関係

を築く力などを身につけられるよう、実社会での課題解決をめざす探究的な活動や教科横

断的に学ぶ STEAM教育、地域の産業や特色を題材にした地域課題解決型学習を進めま

す。これらは、高い専門性や絶えず変化する社会の動きを取り入れるため、大学や企業と連

携して取り組むとともに、これから求められる資質がどのように変化したかを取組の前後に

把握する三重県モデルを構築して、進めます。 

 

（グローカル教育） 

○ 地球規模の課題が地域にも複雑に影響を及ぼすグローバル社会に対応していくため、オ

ンラインとリアルの双方による海外留学や海外研修等を推進し、語学力やコミュニケーショ

ン力だけでなく、次代を担う人材に必要なグローバルな視野や志を持ちながら、高い目標に

挑戦しようとする意欲の向上を図ります。同時に、郷土三重への理解を深め、自信と誇りを

持って語れるよう、地域の豊かな文化や歴史、伝統行事等に関する郷土教育を進めます。 
 

（デジタル社会に対応した学び） 

○ １人１台端末などのＩＣＴを活用し、習熟の程度や学習履歴に応じた個別最適な学び、他の

学校や地域・海外との交流、探究型学習での実験・分析など、学びを変革します。子どもた

ちがデジタル社会で活躍できるよう、農業学科や工業学科を設置する学校を中心に、企業

の協力を得てスマート農業やＡＩ、ロボティクス、データサイエンスなど、先端技術に係る学

びを進めます。デジタルネイティブの児童生徒が、これからの時代に必要な情報リテラシー

と情報モラルを身につけるデジタル・シティズンシップ教育に取り組みます。 
 

（読書および文化芸術活動） 

○ 一人ひとりがより豊かな人生を送るために、生涯にわたって学び続けることがこれまで以

上に重要となっています。読書や体験活動を通じて、歴史や文学、科学、芸術等、さまざま

な分野への関心を高め、幅広い視野や知識を統合して考える力を育む拠点として、学校図

書館の活性化や文化芸術活動等を推進します。 
 

（これからの部活動） 

○ 仲間とともに励まし合い、高め合いながら、責任感や連帯感、自主性など豊かな人間性や

社会性が育まれる部活動について、持続可能なものとしていくため、特に中学校における段

階的な地域移行が円滑に進むよう取り組みます。部活動指導員等の専門人材について、効

果的な配置を進めます。 

取組方向 

◆変化する社会の中で豊かに自分らしく生きる自律した学習者を育てる教育 

みえ元気プランで進める７つの挑戦 

「（６）次代を担う子ども・若者への支援・教育の充実」「２ 教育の充実」 

資料１ 
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（将来の自立と社会参画に向けて） 

○ 特別な支援が必要な児童生徒や不登校の状況にある児童生徒、外国につながる児童生

徒など、さまざまな子どもたちの教育的ニーズに応じたきめ細かな支援を充実し、一人ひと

りが持てる力と可能性を伸ばし、将来の自立と社会参画に必要な力を育む取組を進めます。

特別な支援が必要な児童生徒に関しては、インクルーシブ教育システムの理念をふまえ、そ

れぞれの教育的ニーズに応じた学びの場での指導・支援を充実するとともに、障がいの有

無に関わらず、子どもたちが交流し、学びあえるよう取組を進めます。不登校の子どもたちが

社会的に自立することができるよう、心理や福祉などの専門人材を活用した支援体制を充

実するとともに、アウトリーチ型の支援も進めます。外国につながる児童生徒には、共生社

会の一員として活躍できるよう、特に高等学校での学びの継続と希望する進路実現のため

のキャリア教育を進めます。県立の教育支援センターや夜間中学など、さまざまな学びや交

流の場についても検討を進めます。 

 

（いじめをなくすために） 

○ いじめや暴力のない安心できる学び場づくりに向け、道徳教育、人権教育をはじめ教育活

動全体を通じて、全ての子どもたちにいじめをなくそうと行動する力を育むとともに、いじめ

防止応援サポーター等の協力を得て、社会総がかりでいじめ防止に取り組みます。電話相

談や SNS 相談に加え、学習端末の活用や家庭との連携などによりいじめを訴えやすい環

境づくりを進めます。認知したいじめについて、迅速、確実に対処していくため、いじめに係

る情報をデジタル化して関係者が共有するとともに、専門人材の拡充や教職員研修など、

学校における相談、支援体制を充実します。 

 

（レジリエンス教育） 

○ 学校生活や友人関係などでつまずいたり、思うようにいかなかったりする状況に直面した

場合、しなやかに受け止めて、乗り越えていけるよう、物事の見方や考え方には多様なとら

え方があることや、ポジティブな感情を持つこと、周りに支え応援してくれる人がいることに

気づくなど、ソーシャルスキルトレーニングの手法を取り入れたレジリエンス教育に取り組み

ます。 

 

（人口減少への対応） 

○ 少子化が進む中においても、これからの時代に求められる学びを提供していけるよう、県

立高等学校の学びと配置のあり方について、それぞれの地域の活性化協議会において具

体的な内容を丁寧に協議し、検討を進めます。また、県立高等学校通信制の改革やＩＣＴを

活用して学校間をつなぐ学習など、人口減少に対応した学びを推進します。 

 

 

 

 

（より効果的な教育活動に向けて） 

○ 教職員が、児童生徒の主体的な学びを支える伴走者としての役割を担えるよう、教育課
題に加え、時代の変化に対応した専門性を身につけるとともに、児童生徒の力を引き出す

指導力の向上を図ります。また、教職員が自らの人間性や創造性を高め、より効果的な教

育活動ができるよう、教職員の業務負担の軽減に取り組み、学校における働き方改革を推

進します。 

◆教職員の資質向上 

◆一人ひとりが安心して持てる力と可能性を伸ばすことができる教育 
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子どもたちが変化する社会の中で豊かに自分らしく生きていけるよう、人格形成の基礎となる「確かな学力」、「豊
かな心」、「健やかな身体」を育むとともに、他者と協働して社会的な課題に向き合い、自己の将来とのつながりを見
通すことができる学びなどを進めます。一人ひとりが安心して学び、持てる力と可能性を伸ばせるよう、いじめや不登
校への対応、特別な支援を必要とする児童生徒への支援などに取り組みます。

教育パッケージ
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資料２

新

予算要求規模：67億9,948万7千円（R4年度比 +約1.4億円）

社会の担い手となる力の育成

高校生一人ひとりの希望や特性に応じた就職実現のため、新設

する就労ネットワーク会議（５か所）での支援方策の協議、入

学早期からの進路相談、ソーシャルスキルトレーニング、職場

実習を実施

⑥（一部新）未来へつなぐキャリア教育推進事業
（教育委員会） 35,395千円（22,721千円）

未来の礎となる力の育成

県立高校において図書館を活用した探究的な学びや授業づくりを進める

ため、モデル校で図書館リニューアル計画を策定し、取組を推進

④（一部新）子どもと本をつなぐ環境整備促進事業（教育委員会）
5,898千円（493千円）

①学力向上推進事業（教育委員会） 22,477千円（15,863千円）

・みえスタディ・チェックをＣＢＴ（Computer Based Testing）で実施し、

学習内容の定着状況等を把握し、個に応じた指導、授業改善を促進

本に親しむための学校図書館の工夫や、教科と連動した読書活動を進め

るため、モデル市町へアドバイザーを派遣

・補充的学習の支援や授業で教職員の補助を行う学習指導員を配置

③（一部新）小中学校指導運営費（教育委員会）
67,170千円（81,942千円）

②少人数教育推進事業（教育委員会）
1,383,055千円（1,349,034千円）

自律した学習者を育むため、以下の取組を実施

➣各高校で教科横断的なＳＴＥＡＭ学習や、課題解決型学習、

人文科学や社会科学をテーマにした探究学習など、社会と

のつながりを意識した学習を実施し、学習の前後で創造力

や表現力、協働する力など社会で求められる資質・能力や

自己肯定感、チャレンジする意欲などの変容を把握

➣これらの教育活動を「三重県モデル」として構築し、高校

生が学ぶ意義を理解して、変化する社会の中で豊かに生き

る自律した学習者を育む

⑤（新）自律した学習者を育てる三重県モデル構築事業
（教育委員会） 7,048千円

・少人数学級

小学校：１・２年生の30人学級（下限25人）、３・４・５年生の35人学級

※小５は国を先取りする形で、令和５年度から新たに実施

中学校：１年生の35人学級（下限25人）

・少人数指導 ティーム・ティーチングや習熟度別指導を実施

・通信制課程で、オンラインでの交流や地域での探究活動

・全日制課程で、遠隔授業のモデル構築や、複数校をつないだ

放課後講座や大学進学講座

⑦オンラインとリアルによる学校の枠を越えた学び推進事業
（教育委員会） 3,331千円（3,700千円）

新

新

新

新

令和５年度当初予算
※１事業概要のうち、新たな取組に を付しています。
※２（ ）書きの事業費は、前年度当初予算額を記載しています。
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4令和５年度当初予算

・教職員の業務支援を行うスクール・サポート・スタッフを引き続
き全ての公立学校に配置

⑲学校における働き方改革推進事業（教育委員会）329,788千円（317,373千円）

誰もが安心して学べる教育の推進

⑰（一部新）みえ子どもの元気アップ部活動充実事業（教育委員会)150,396千円（58,852千円）

中学校の休日部活動の地域移行に向けて、学校と受け皿との調整を行う

コーディネーターの配置や、受け皿となる団体の指導者の配置等を支援

・部活動指導員を増員（Ｒ４予算：122名分➡Ｒ５予算：172名分）

高校の運動部で、デジタル技術を活用したリモート指導を試行

⑱（一部新）地域と学校の連携・協働体制構築事業（教育委員会） 21,195千円（5,102千円）

いじめの内容や対応状況等の情報をデジタル化して、学校、市町、県

がリアルタイムに共有し、迅速な認知と確実な対応を実施

県立学校に、いじめへの迅速かつ確実な取組や複雑な事案への対応に

ついて助言するいじめ対策アドバイザーを新たに派遣

社会性や規範意識を高めるため、弁護士によるいじめ予防授業を拡充

いじめ防止の観点から道徳の指導の要点や授業実践例をまとめた指導

者用補助資料を作成し、推進教師や校長への研修を実施

小中学校のモデル校にアドバイザーを派遣し、いじめ防止につながる

道徳教育の年間指導モデルを構築

⑨（一部新）道徳教育総合支援事業（教育委員会）4,716千円（3,323千円）

いじめ相談やいじめ解消に向けた組織的対応等に係る研修を拡充

⑩（一部新）教育相談事業（教育委員会） 64,228千円（61,273千円）
⑪（一部新）教職員研修事業（教育委員会） 46,581千円（38,058千円）

休日部活動の地域移行等と働き方改革

令和７年度の開校に向け、学習内容や学び方の検討、広報活動に
取り組むとともに、必要な施設整備の設計を実施

⑭（一部新）多文化共生社会のための外国人児童生徒教育推進事業
（教育委員会） 39,284千円（34,082千円） テレワーク支援員を新たに配置

し、ＩＣＴを活用した在宅就労

に向けて実習先や就職先を開拓

⑯（一部新）特別支援学校就労推進事業
（教育委員会） 6,398千円（4,690千円）

県立夜間中学の設置に向けた取組

いじめや暴力のない学びの場づくり

⑧（一部新）いじめ対策推進事業（教育委員会）28,664千円（14,090千円）

テスト採点業務の効率化のため、自動採点や結果の蓄積・集計、
分析等ができるシステムを県立高校に導入

⑳（一部新）学校情報ネットワーク事業（一部）（教育委員会） 6,946千円

不登校総合支援センターを設置し、以下の取組を推進

➣学校内外の支援や相談の充実、福祉等の関係機関や民間団体との連携

➣高校段階の不登校生徒等の学習支援や自立支援を行う、県立教育支援

センターを新たに設置

➣不登校の背景、期間等に応じた効果的支援策を検討する協議会を設置

⑬（一部新）不登校対策事業（教育委員会） 53,947千円（44,987千円）

不登校児童生徒への支援の充実

【スクールカウンセラー】

・全小中学校区、全県立学校、市町教育支援センターでの配置を拡充

【スクールソーシャルワーカー】（児童生徒数や学校数等に応じて配置拡充）

・小中学校：29市町に配置。学校数が多い市町は複数中学校を拠点に活動

・県立学校：県立高校24校を拠点に活動。新たに特別支援学校に配置

⑫スクールカウンセラー等活用事業（教育委員会） 435,365千円（390,783千円）

特別支援教育の推進

新

登校時にケアを行う取組を試行
・安全な医療的ケアを実施

⑮（一部新）特別支援学校メディカル・
サポート事業（教育委員会）

23,475千円（6,516千円）

新
新

新

新

新

新

新

新

新

新

新

新
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個別課題への対応 

１  いじめ対策の取組  

（１）  効果の検証  

〇取組全体は、施策「いじめや暴力のない学びの場づくり」のＫＰＩで毎年度検証  

ＫＰＩ項目  現状値  Ｒ８目標値  

いじめをなくそうと行動する子どもたちの割合 －  100％  

学校生活に安心を感じている子どもたちの割合 

小学生 95.9％  

中学生 97.5％  

高校生 92.4％  

小学生 100％  

中学生 100％  

高校生 100％  

認知したいじめが解消した割合  94.9％  100％  

 〇  個々の取組も以下のとおり効果を確認  

  ・弁護士によるいじめ予防授業での児童生徒アンケート  

  ・道徳教育の指導教材やいじめ対応研修での教員の理解度、満足度   

  ・いじめ対策アドバイザーの助言を受けた高校からの報告   など   

（２） 当事者への対応  

〇被害児童生徒  

・  学校の対応や子どもの状況を保護者に丁寧に説明し、スクールカウンセラーも積

極的に活用してケアを進めています。 

〇加害児童生徒  

・  担任や部活顧問など関わりのある教員が分担して指導し、保護者の協力も得て、

いじめが許されない行為であることを理解させます。悩みや課題が背景にある場

合は、ソーシャルワーカーなどを活用します。 

・  被害児童生徒を守る観点から、加害児童生徒を別の教室等で一時的に授業等を

行う「別室指導」は、本県では令和３年度において、いじめ認知総数の約 18％で

実施しています。 

 

２  習熟度別指導と発展的学習  

（１） 小中学校での習熟度別指導  

・  規定の教員以外に、少人数指導の加配定数や非常勤講師を配置している学校で

は、平成 30 年度から小学校 3 年生以上の算数・数学の年間授業時間数の 7 割

以上で習熟度別指導を実施することとしています。 

・  実施に際し、教育支援事務所職員や学力向上アドバイザーによる指導助言、「効

果的な少人数指導推進ガイドブック」や、割合・図形の指導資料「わかる・できる育

成カリキュラム」を配布するなどしています。 

・  児童生徒の理解度やアンケートを踏まえ、1 学級を 2 コース（基礎、発展）、2 学級

を 3 コース（基礎、標準、発展）、3 学級を 4 コース（基礎、標準 1・2、発展）など、

編制を工夫しています。 

 

 

 

 

 

 

資料３  



6 
 

（２） 高校での発展的学習  

〇各高校での取組  

・  生徒の理解度に応じた講座開設や大学進学希望者への長期休業中のレベル別講

座などを実施しています。 

・  高いレベルでの活躍を意識する生徒が多い高校では、年に 4、5 回実施する面談

で生徒の意欲や希望を確認したり、世界レベルで活躍する人の話を聞く機会や探

究学習の充実、課外課題を自分で計画し実行したりするなど、生徒の主体的な活

動を促進し支援しています。  

〇高校の枠を越えた取組  

・  理数分野の意欲・能力を伸ばす国際科学技術コンテスト強化講座を平成 28年度

から実施しています。 

・  本年度は、「次代を担うグローバルリーダー育成プログラム」を開設し、公募の高校

生 22 人が、SDGs やデータサイエンス、英語プレゼン力講座などを受講するとと

もに、グループを編制し自分たちで設定した課題に係る探究活動を実践していま

す。オンラインでの海外の高校生や大学生との意見交換や国内のコンテストなどで

成果を発表しています。 

 

３  学校における働き方改革  

（１）  教職員の時間外労働の状況   

①  月平均の時間外労働  （  ）は前年度比  

 
令和元年度  令和２年度  令和３年度  

令和４年度  

(4～ 11 月 ) 

小学校  25.9(▲ 2.9) 23.5(▲ 2.4) 23.3(▲ 0.2) 23.9(0.6) 

中学校  39.1(▲ 5.2) 31.0(▲ 8.1) 30.7(▲ 0.3) 33.9(3.2) 

高等学校  18.7(▲ 1.4) 11.3(▲ 7.4) 11.8(  0.5) 19.7(7.9) 

特別支援学校  8.0(  0.1) 6.1(▲ 1.9) 6.0(▲ 0.1) 6.5(0.5) 

 

②  時間外労働が月 45 時間超の教職員の割合（令和４年４～８月）  

 小学校  中学校  高等学校  特別支援学校  

三重県  11.3% 27.6% 16.4%  1.3% 

全国平均  29.8% 44.1% 31.8% 14.7% 

   参考：教員の時間外労働時間の上限設定  

   ・働き方改革の一環として令和２年１月に文部科学省が指針を策定し、時間外

労働について１か月 45 時間、１年間 360 時間を超えないようにする旨示され、

各県、各市町で同様の規則を定めています。  

 

（２）  勤務の長時間化の要因  

・  小学校は学級担任制で、１日の授業に加え、休み時間や給食対応、登下校指

導なども必要です。また、英語の新設などにより小学校全学年で週２コマ授

業時間が増えています。  

・  教科担任制の中学校では、授業以外に生徒指導や進路指導、部活動指導に時

間を要しています。  

・  小中学校ともに、多様な児童生徒へのきめ細かな対応などが増加するととも

に、経験の浅い若手教員が増えている状況もあります。  
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（３）  主な取組  

①  業務の効率化  

・教育委員会実施の調査や会議・研修会の削減  

・会議・研修会のオンライン開催、オンデマンド配信  

・ＩＣＴを活用したアンケート調査  

②  各学校での共通取組  

・平成 29 年度から全学校で統一して「定時退校日、部活動休養日、会議時間短   

縮」の取組を実施  

・各学校で総勤務時間縮減の課題と対策を明記した取組シートを策定  

③  学校の体制の充実  

・国の制度を活用し小学校での教科担任制や英語加配教員を配置  

・専門人材や地域人材の活用  

スクール・サポート・スタッフの全校配置  

スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカーの拡充  

部活動指導員の拡充  

④  部活動改革  

 ・活動時間、休養日を設定した部活動ガイドラインの策定  

 ・部活動指導員の拡充  

 ・中学校の休日部活動の地域移行  

⑤  その他の学校運営の工夫改善  

 ・長期休業中の学校閉庁日の設定  

 ・給食の公会計化の推進   

 ・留守番電話の設置、メールによる連絡  

・業務のデジタル化（高校入試志願書、高校での採点アプリ活用など）  

 

（４）今後の対応  

・  労働安全衛生委員会を活用して取組の検証、改善策の検討を行います。  

・  各学校で効果のあった取組は他校にも実施を働きかけるとともに、モデル校

で月 45 時間超の個別課題を特定して解消に必要な取組を検討します。  

 





1



2
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部局名：子ども・福祉部

順番 細事業名 事業費（単位：千円） ページ

1 子どもパッケージ 17,279,955 1

17,279,955

令和５年度当初予算知事査定ヒアリング資料

合　　　　　　計



１ 子ども・子育て支援の全体像 子ども・福祉部

ライフステージごとに切れ目のない支援（自然減対策）

〇市町や地域住民、企業等と連携した支援

妊娠・出産

〇男性の育児参画の推進
○幼児教育・保育の充実
〇放課後児童対策の充実

○不妊に悩む方への支援
〇妊産婦・乳幼児ケアの充実

〇ライフプラン教育
○出会いの支援

出会い・結婚 子育て

結婚･妊娠･子育て等の希望がかない、全ての子どもが豊かに育つ三重

〇児童虐待の防止
〇社会的養育の推進

○ヤングケアラー対策
〇発達支援
〇医療的ケアが必要な子どもへの支援

次代を担う子ども（支援が必要な子ども）への支援

子どもの貧困

〇子どもの貧困対策の充実
○学習支援の充実

児童虐待・社会的養育 ヤングケアラーなど

〇市町や地域住民、企業等と連携した支援

１

資料１



２ 課題と取組方向①

ライフステージごとに切れ目のない支援（自然減対策）

思春期世代を中心としたライフプラン教育の
実施や相談しやすい体制の整備

結婚や子どもを持つことに対する前向きなマ
インドの醸成

結婚を希望する方への相談対応や情報提供、
市町と連携した広域的な出会いの場の創出

取
組
方
向

【出会い・結婚】

未婚化・晩婚化、晩産化
結婚を希望していても出会いがない
⇒ライフプラン教育のさらなる充実が必要
⇒希望がかなえられる出会い・結婚支援が必要

課
題

【妊娠・出産】

課
題

子どもがほしいけれどできない
不妊等に悩む方の精神的な負担
不妊治療と仕事の両立
出産や育児に対する不安・負担
⇒不妊治療等への経済的支援や精神的負担の軽
減、仕事との両立支援の充実が必要

⇒妊娠や出産、育児に対するさまざまな不安・
負担の解消が必要

不妊治療等への経済的支援の継続、精神的支
援の充実

不妊治療と仕事の両立支援に向けた企業等へ
の理解促進や働きかけ

切れ目のない母子保健サービス提供に向けた
体制構築、支援の充実

取
組
方
向

【子育て】

課
題

子育て等の経済的な負担
男性の家事・育児に関わる時間のさらなる確
保、仕事との両立

多様なニーズに応じた保育の提供、質の向上
⇒経済的支援、男性の育児参画の推進が必要
⇒待機児童の解消や保育士等の確保が必要

取
組
方
向

子育て家庭等の経済的支援
企業等と連携した男性の育児参画の推進
保育士の処遇改善、離職防止に向けた取組の
充実

低年齢児・病児保育、一時預かり等の充実、
放課後児童クラブ等への支援と専門人材確保

２



３ 課題と取組方向②

【ヤングケアラーなど】

次代を担う子ども（支援が必要な子ども）への支援

子ども食堂等の子どもの居場所の活動支援、
活動の担い手の掘り起こし

子どもの居場所の多機能化への支援
身近な地域での学習支援や生活困窮世帯の子
どもへの学習支援

ひとり親家庭の就労支援

取
組
方
向

【子どもの貧困】

貧困率は14.0％（７人に１人は貧困状態）
貧困の連鎖
生活困窮世帯の子どもの高等教育機関への進
学率は低い
⇒子どもの貧困対策の強化、貧困の連鎖解消に
向けた取組の充実が必要。

課
題

【児童虐待・社会的養育】

課
題

面前DVなど心理的虐待の増加や相談内容の多
様化・複雑化

児童福祉司等の専門人材の確保
家庭に近い環境での養育や子どもの権利擁護
施設等退所後の子どもとの関わり
⇒さらなる児童虐待の対応力の強化が必要
⇒里親委託の推進や施設等の整備、自立支援の
充実が必要

関係機関等と連携した児童虐待対応力の強化
専門人材の着実な増員や人材育成
市町の児童虐待対応力の強化
里親委託推進に向けたフォスタリング機関の
整備や児童養護施設等の小規模化等

施設退所前から退所後まで切れ目のない自立
支援

国児学園、一時保護所の建替・改修

取
組
方
向

課
題

ヤングケアラーは、本人や家族の自覚がなく、
表面化せずに必要な支援につながりにくい

発達支援、医療的ケアへのニーズの増加
⇒ヤングケアラーの早期発見や適切な支援につ
なげることが必要

⇒発達支援や医療的ケアの充実

取
組
方
向

ヤングケアラーの周知・啓発の推進と効果
的な支援体制の構築

地域と連携した発達支援体制の強化・充実、
専門人材の育成

医療的ケア児・者とその家族への支援の強
化、専門人材の養成

３



Mie
Prefectural
Government三重県

・「三重県社会的養育推進計画」に基づき、里親リクルートから里親研修、

子どもとのマッチング、里親委託中から委託解除後までの支援を行う里親

養育包括支援体制（フォスタリング機関）を整備

子どもパッケージ①

・「子どもの居場所」の安定的な運営に向けた各種支援

飲食店による子ども食堂への新規参入と継続運営を図るモデル事業の実施

令和５年度当初予算

いじめや不登校への対応

社会的養護の推進

「結婚・妊娠・子育てなどの希望が叶い、すべての子どもが豊かに育つことのできる三重」の実現に向けて、
ライフステージ毎に切れ目のない対策を強化・継続する。

ヤングケアラーへの理解を深めるためのフォーラム、出前講座の実施

ヤングケアラーのいる世帯に対する家事援助等を実施する市町への支援

生活困窮家庭の子どもに対する学習支援について、対象を小学生まで拡大

するとともに、オンラインを活用した学習環境を整備

③（一部新）生活困窮家庭の子どもの学習・生活支援事業
（子ども・福祉部) 16,731千円(5,810千円）

・ＡＩを活用した児童虐待対応支援システムの運用

・一時保護所等へアドボケイトを派遣し、子どもの意見表明等を支援

児童虐待の防止

いじめの内容や対応状況等の情報をデジタル化し、学校や市町、県などが

リアルタイムに共有できるシステムを構築

県立学校を巡回し、いじめへの迅速かつ確実な対応方法を教員等に対して

助言・支援するいじめ対策アドバイザーを新たに派遣

いじめ防止の観点から道徳の指導の要点や授業実践例をまとめた指導者用

補助資料を作成し、推進教師や校長への研修を実施

小中学校のモデル校にアドバイザーを派遣し、いじめ防止につながる道徳

教育の年間指導モデルを構築

⑦児童虐待法的対応推進事業（子ども・福祉部）172,855千円（153,940千円）

⑤家庭的養護推進事業（子ども・福祉部） 122,024千円（83,461千円）

県に不登校総合支援センターを設置し、学校内外の支援や相談の充実、

福祉等の関係機関や民間団体との連携を推進

高校段階の不登校生徒等の学習や自立を支援するため、Ｒ４年度から試行

運用中の支援機関を「こもれび」としてＲ５年度から本格稼働

⑧（一部新）いじめ対策推進事業（教育委員会）
28,664千円（14,090千円）

⑨（一部新）道徳教育総合支援事業（教育委員会）

4,716千円（3,323千円）

②（一部新）ヤングケアラー支援事業（子ども・福祉部）
23,182千円（16,813千円）

①（一部新）子どもの貧困対策推進事業（子ども・福祉部）
28,666千円（17,110千円）

老朽化が進む寮舎の建替えに向けた調査・設計等を実施

⑥国児学園運営費（子ども・福祉部） 84,589千円（49,582千円）

⑩（一部新）不登校対策事業（教育委員会）
53,947千円（44,987千円）

子どもが豊かに育つ環境づくり

子どもの生活に関する意識、実態等を調査し、「みえの子ども白書」を作成

④（一部新）子どもの育ちの推進事業（子ども・福祉部）

25,644千円（13,132千円）

新

新

新

新

新

新

新

新

新

新

新

新

予算規模：1７２億７，９９５万５千円（R4年度（Ｒ3.2補含）比 +約２４．３億円） （令和4年度2月補正予算含む。）

※うち令和５年度予算計上分のみ 1７１億２，０６０万５千円（R4年度比 ＋約2４億円）

※１事業概要のうち、新たな取組に を付しています。
※２（ ）書きの事業費は、前年度当初予算額を記載しています。

新

資料２
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Mie
Prefectural
Government三重県

・不妊専門相談センターでの相談を通じて精神的負担を軽減

・不妊治療のうち、保険適用のない先進医療等への助成

※不妊治療の保険適用（R4.4～）を受けた国補助成事業の減

・周産期母子医療センターの運営経費の支援等

・小児在宅医療提供体制の構築に向けた取組に対する支援

周産期医療体制の充実と小児の在宅での療育・療養支援

子どもパッケージ②

・みえ出逢いサポートセンターを通じた出会いイベント等、県と市町が連

携した広域的な出会いの場の創出

新たに結婚応援サポーターを養成・認定し、結婚を希望する方同士の引

き合わせに取り組むとともに、企業が主体となったグループごとの結婚

支援を促進

マッチングアプリを始めとした多様な婚活サービスの安心・安全で効果

的な利用に関する周知・啓発

⑪（一部新）みえの出逢い支援事業（子ども・福祉部）

29,875千円（8,492千円）

出逢い支援

大学と連携した講座や企業の若手社員への講座などを通じて、将来子ど

もを持つことを考える若者に対し、妊娠・出産に関する知識を広く普及

啓発

妊娠適齢期もふまえた妊娠前の健康管理のための効果的な支援について

調査研究を実施

ライフプラン教育の推進

令和５年度当初予算

不妊に悩む方への支援

⑬不妊相談・治療支援事業（子ども・福祉部）
120,909千円（495,291千円）※

⑫（一部新）思春期ライフプラン教育事業（子ども・福祉部）

8,173千円(1,520千円）

難聴児の検査、治療、療育等の状況を把握するためのデータベースシス

テムを構築

心身の不調、育児不安等がある妊産婦に対して、相談支援をはじめ心身

のケアや育児のサポートなど、助産師等を活用したきめ細かい支援を広

域的に行う体制をモデル的に整備

⑭（一部新）出産・育児まるっとサポートみえ推進事業

（子ども・福祉部） 32,444千円（17,454千円）

妊産婦・乳幼児ケアの充実

⑮（一部新）健やか親子支援事業（子ども・福祉部）
17,684千円（6,324千円）

新

新

新

新

新

新

⑰小児・周産期医療体制強化推進事業（医療保健部）

301,355千円（316,164千円）

・妊娠時から出産・子育てまでの相談支援と経済的支援を市町が一体的に

取り組めるよう支援

⑯出産・子育て応援交付金（子ども・福祉部） 1,487,345千円

５
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・低年齢児の受け入れを行う私立保育所等に対する支援

４月１日時点で待機児童が発生している市町の私立保育所等が、新たに

保育士の追加配置をした場合、補助金の加算を実施

子どもパッケージ③

子育て支援員研修に新たなコースを新設し、地域の子育て支援拠点で働く

専門職員の育成を図り、職員不足の解消や保育の質を向上

保育士、放課後児童支援員等の各種研修の充実とオンライン化

・保育士確保を図るため、保育士資格の取得を目指す学生への修学資金貸付

の対象人数の拡充

・保育士の業務負担を軽減し、保育士の離職防止を図ることなどを目的とし

た保育補助者等の配置を支援

幼児教育・保育、放課後児童対策などの子育て家庭の
支援

令和５年度当初予算

男性の育児参画の質の向上を図るため、家事・育児スキルをまとめた動画・

ガイドブックを新たに作成

「子育て応援クーポン」のアプリ化による子育て家庭支援の充実

・子ども心身発達医療センターにおいて、途切れのない発達支援体制の構築

に向けた市町の総合支援窓口等との連携強化や専門的人材を育成

㉒医療支援事業（子ども・福祉部） 32,152千円(31,607千円）

⑲（一部新）保育専門研修事業（子ども・福祉部）33,127千円（12,248千円）

・放課後児童クラブの整備や運営に必要な経費を支援

㉓（一部新）男性の育児参画普及啓発事業（子ども・福祉部）
13,732千円（3,493千円）

未就学児の現物給付にかかる所得制限を廃止することで、市町の負担を軽減

し、市町の子育て支援策の充実を促進

・子育て期等の女性の安定的な就業につなげるため、ライフプランニングの

作成や職場実習など、個人のニーズに合わせた再就職・復職支援を実施

㉔女性の就労支援事業（雇用経済部） 2,847千円（2,867千円）

⑱保育対策総合支援事業（子ども・福祉部）

520,525千円(366,614千円）

㉑放課後児童対策事業費補助金（子ども・福祉部）

1,501,355千円(1,359,261千円）

㉕（一部新）子ども医療費補助金（医療保健部）

2,229,334千円（2,047,457千円）

男性の育児参画の推進

子どもの医療費への支援

発達支援が必要な家庭への支援

子育て期女性の就労支援・企業による仕事と子育ての両立に
向けた取組の支援

新

新

新

新

新

⑳（一部新）次世代育成支援特別保育推進事業補助金
（子ども・福祉部） 84,580千円（89,337千円）

子育て支援の基盤整備

妊産婦、子育て世帯、子どもへの一体的相談を行う拠点の整備や支援員の配

置のほか、家事・育児等に対して不安や負担を抱える家庭への訪問支援など、

市町が実施する新たな子育て家庭支援事業等の推進に必要な経費を支援

㉖（新）子育て家庭支援基盤整備事業（子ども・福祉部） 178,569千円

新

新

・地域の実情に応じた少子化対策の充実を目的に、市町が行う結婚、子育てに

関する取組を支援

㉗市町少子化対策交付金（子ども・福祉部） 75,200千円（30,000千円）

６




